






A Study of the Welfare Regime in Post-WW Ⅱ Japan：
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ミュニティ活動
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を目指すも
ので，そのために，集落の連帯感の醸成を目的とす
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るソフト事業や生活環境整備事業

































































































































































































































































































































毒（ 市80.1 ％ 町 村69.9 ％）， 消 防（ 市70.9 ％ 町 村
67％），成人式，敬老会（市69.8％町村54.9％），祭
礼，盆踊り（市65.9％町村66.1％），陳情（市60.6％
町村53.8％）などを行っている。なお，道路の維
持・修繕は，市部では27.1％しか行っていないが，
町村部では，69％が行っている。その内容は，行政
との連絡などをのぞくと，慶弔や盆踊り，レクリ
エーションなど地域住民間の親睦や交流をはかる活
動や，街灯の設置，防犯・防火，道路の清掃，交通
安全防止など，地域の住民の生活に関わる共通の問
　 　
67）参照，高木（2005）627頁以下。961頁以下。
68）参照，高木（2005）634～635頁。
69） 参照，高木（2005）993頁。1969年２月時点で全国市長会が全市（564市）を対象にして行った調査によれば，回答した
471市の93％に住民組織があった。
70）高木（2005）1005頁。内閣総理大臣官房広報室（1968）『住民自治組織に関する世論調査』による。
71）自治省コミュニティ研究会（1977）。
72）自治省コミュニティ研究会（1977）28頁以下。
35
地域政策学ジャーナル，第５巻 第１号
なコミュニティ形成に軸足をおくものであり，その
中では新しいリーダーとコミュニティ組織が必要と
され，町内会・部落会は排除されるべき存在であっ
た74）。一方，これに対して，モデルコミュニティ事
業は，指定83地区のうち大都市及び近郊都市が15地
区にとどまり（首都圏６，名古屋圏２，京阪神７），
残りの68地区が地方都市・周辺農村であった75）こ
とからも明らかなように，地方圏に軸足をおいたも
のとなっていた。その背景には，このコミュニティ
政策が当時すすめられつつあった広域行政（広域市
町村圏）を補完するものとして位置づけられていた
ことがある76）。また，「町内会・部落会」に対して
は必ずしも否定的ではなく，「地域的社会連帯と相
互扶助の組織として地域社会の基礎をなし」ている
ものであり，コミュニティ形成の原点の一つとして
位置づけられるものであるとしていた。自治省とし
ては，コミュニティ施設の整備計画を策定し，その
過程を通して分解しつつあった各種の伝統的地域住
民組織をコミュニティ組織として再結集し，それら
を近隣コミュニティ再編することで，地域共同体を
立て直すことにその目的があった77）。
　1980年12月１日現在で，自治省が全市町村を対象
にして行った住民自治組織の実態調査では，市区町
村の88％において市区町村の全域で住民組織が組織
されていた78）。また，市区町村との連絡（94.8％），
陳情（89.4％）の他，集会所の維持管理（89.4％），
清掃・美化（85.2％），各種行事（82.3％），募金献
血の協力（82.2％），街頭の設置（66.1％），防災・
防火（63.5％），文化・スポーツ活動（62.4％），敬
老会・成人式（61.4％），交通安全（51.6％），慶弔
（48.6％）などの事業が行われている79）。町内会・
自治会は，このようにして，行政連絡機能の他，①
慶弔や文化・スポーツ活動などの行事を通して人々
の交流・連帯感を深める親睦機能と，②街灯の設置
し，②地区ごとにコミュニティに関する計画を作
成・実施するというもので，1971年度から1973年度
までの３年間に合計83のモデル・コミュニティ地区
が設定されている。
　「地域における共同体化」という点からみた場合，
この事業の特徴は，まず第１に，「生活の場として
の地域」を「共同体化」しようというものであった
ところにある。都道府県知事宛に通知された「コ
ミュニティ（近隣社会）に関する対策要綱」（自治
事務次官通知，1971年）は，住民が欲している健康
で文化的な生活は，住民の日常生活の場である近隣
社会の生活環境の整備と住民の地域的な連帯感に基
づく近隣生活が営まれて初めて実現されるものであ
るという認識を示した上で，現状では，地域的な連
帯感に支えられた人間らしい近隣生活を営む基盤が
失われるおそれがあるとし，そのため，望ましい地
域社会をつくるために新しいコミュニティづくりの
施策をすすめることとするとし，この施策が生活の
場としての地域」を「共同体化」するものであるこ
とを明らかにしている。
　第２の特徴は，この「共同体化」に行政（市町
村）が正面から取り組むものとされたことである。
1947年以来，住民自治組織に行政が介入することは
タブーとされていたが，モデル・コミュニティ事業
は，「モデルコミュニティ地区を選び，都市的地域
および農村地域のそれぞれの地域の性格に即したコ
ミュニティの生活環境の整備と住民の自主的コミュ
ニティ活動のモデルをつくる」という政策目標を掲
げたものであり，市町村がコミュニティの形成に積
極的に関与することを提言するものであった73）。
　第３の特徴は，この事業が，都市的地域と農村地
域の両方を対象としたものであり，また，町内会や
部落会を排除するものではなかったことである。上
述のように小委員会報告は，大都市圏における新た
　 　
73）参照，広原（2011）229頁，木村仁（2007）。
74）参照，広原（2011）237頁など。
75）自治省モデルコミュニティ研究会（1977）33頁。
76）木村（2007），広原（2011）226頁。
77）広原（2011）239頁。
78）高木（2005）995頁。
79）高木（2005）1006頁。
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や伝染病予防の消毒，清掃など居住世帯の日常生活
と関係のある事柄の共同処理機能を果たすことを通
して，同じ地区に居住し，そこで生活を営んでいく
ためにどの世帯にも共通して必要で，しかも個々の
世帯の対応だけでは不十分なことを，町内会や部落
会の事業として行っていたといえる80）。つまり，「生
活の場としての地域」における「共同体化」を通じ
て，「家族による自足の原理」の補完的緩和を行っ
ていたといえるのである。
参考文献
伊藤修一郎（2007）「自治会・町内会と住民自治」論叢現
代文化・公共政策第５号
井野隆一（1996）『戦後日本農業史』新日本出版社
大泉一貫（2002）『大衆消費社会の食料・農業・農村政策』
東北大学出版会
小倉武一（1992）『農政・税制・書生』日本経済新聞社
小倉武一・打越顕太郎監修（1961）『農協法の成立過程』
協同組合経営研究所
木村仁（2007）「広域市町村圏とコミュニティ−広域自治
と狭域自治のあり方を提起して」都市問題2007年４月号
楠本雅弘（2010）『進化する集落営農：新しい「社会的協
同経営体」と農協の役割』農文協
後藤道夫（2001）『収縮する日本型＜大衆社会＞』旬報社
沢村康（1936）『農業団体論』日本評論社
自治省コミュニティ研究会（1977）『コミュニティ研究会
報告』
庄司俊作（2007）「戦時下部落会の設立過程（上）～「町
村−むら」関係の視点から」社会科学79号
高木鉦作（2005）『町内会廃止と「新生活協同体の結成」』
東京大学出版会
田代洋一（2003）『新版　農業問題入門』大月書店
田中重好（1990）「町内会の歴史と分析視角」（倉沢進・秋
元律郎編著『町内会と地域集団』ミネルヴァ書房）
玉城哲（1983）『水社会の構造』論創社
暉峻衆三（2003）『日本の農業150年』有斐閣
戸田博愛（1986）『現代日本の農業政策』農林統計協会
中川剛（1980）『町内会』中公新書
長濱健一郎（2003）『地域資源管理の主体形成～「集落」
　 　
80）高木（2005）1008頁以下。
